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１ 現状① 
○ １３商工会議所と３４商工会で構成
○ 商工会は市町村合併に伴う平成１８度からの
商工会合併により８９商工会が３４商工会に減少

凡例 
    合併済商工会 

（２２商工会） 
年  度 17 18 19 20 21 22～30 

商工会数 89 82 59 45 38 34 

商工会数の推移 
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１ 現状② 
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当初予算額（千円） 

補助金額と設置職員数の推移 

事業費 

人件費 

設置職員数（人） 

【商工会数】  89 89  82    59     45     38 34    34   34  34  34     34    34 34 34 

現状維持 

○ 経営発達支援計画の策定・実施体制の確保を図るため，H27以降の予算額増加で対応して
きたが，最近は予算額も現状維持となってきている。 
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１ 現状③ 

○ 経営改善普及
事業のニーズに
対応しながら，
経営発達支援
事業に軸足を
移行中。
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１ 現状④ 

項 目 H25 H26 H27 H28 

金融（マル経） 
貸付件数 

1,913件 1,957件 2,014件 1,843件 

金融（マル経） 
貸付額 

11,550 

百万円 

12,089 

百万円 

11,637 

百万円 

11,171 

百万円 

創業指導件数 695件 1,290件 1,329件 1,297件 

創業者数 
（内加入者数） 

― 
317者 
（214者） 

318者 
（233者） 

298者 
（232者） 

経営革新計画 
承認件数 

59件 68件 48件 70件 

○ 金融（マル経）支援等は，依然としてニーズがあり，一定の成果を得ている。
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２ 広島県独自の事業評価システムから経営発達支援計画へ①  

○ 平成25年度より，経営改善普及事業について，中期目標，達成へのプロセスを策定し，単年度

の事業について，ＰＤＣＡ管理を行う，広島県独自の事業評価 システムを開始。

○ 目的

(1) 商工会等は，理事会・総会で中期計画を作成・共有し，ＰＤＣＡに基づく事業管理を定着させる。

(2) 自己評価に加え，県が商工会等の事業を評価することで，課題や改善点，成果を見える化し，

商工会等と共有する。

(3) 県は，ヒアリングによりニーズを把握し，次年度以降の事業に反映させる。また，経営指導員

等の活動実態や小規模事業者支援に果たす役割を明らかにする。

あるべき姿 ５年後の地域や地域内商工業者のあるべき姿（目標）及び指標を策定 

現 状 目標に対する現状把握（地域の持つ強み，課題など） 

目標達成への 
プロセス  

現状から目標達成に導くための方策（何をどうするのか）を策定 

目標達成に 
向けた取組み 

目標達成に向けて当該年度の短期目標・事業を策定 

【マネジメントシート（中期目標・達成へのプロセス）の作成】 
  各団体が，５年後に地域や地域内商工業者がどうあるべきかという中期的な目標を 
策定し，目標達成に向けて効果的に事業を実施し，目標達成状況について評価を行う。 

【マネジメントシート（中期目標・達成へのプロセス）項目】 
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２ 広島県独自の事業評価システムから経営発達支援計画へ② 

【平成26年度】 

 商工会等の経営改善普及事業を始めとした各事業の「ＰＤＣＡによる進捗管理」 

と「成果の見える化」を目的に，事業評価システムを開始。 

【平成27年度】 

国は，事業評価施策（計画認定と認定計画への伴走型補助制度）を新設。 

【平成28年度】 

広島県では，計画認定団体は，事業評価委員会の評価によるＰＤＣＡ管理へ移行。 

 （計画認定商工会等の管理事務の負担軽減を図った。） 

【平成29年度】 

  国は，計画認定の有無に関わらず，全商工会等対象に，統一調査票による調査を開始。 

  広島県では，独自の調査票を廃止し，国の調査票に県独自項目を追加してＰＤＣＡ管理。 

（ＫＰＩ事業３点に絞り評価（自己評価，県評価）することで，事務負担軽減と課題の明確 

化を図った。） 

○ 独自の事業評価から，経営発達支援計画に沿った伴走型支援事業でのＰＤＣＡへ
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２ 広島県独自の事業評価システムから経営発達支援計画へ③ 

【成果】 
○ ＰＤＣＡを意識した事業の実施，目標達成に向けたＰＤＣＡ管理の仕組みが定着した。
○ 商工会等の取組の実態を整理し，共有することや，ヒアリングによる要望・課題を通じ，実施
体制確保などの施策に繋がった。
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３ 県及び支援団体との事業の摺合せ 

○ 支援団体からの要望と県の対応

区  分 支援団体からの要望 県  の  対  応 

経
営
の
改
善
・向
上
，
持
続
的
な
発
展 

創業・新事
業創出 

・新分野への進出や研究開発
等の新たなチャ レンジに向け
た支援の拡充

「創業・新事業展開等支援事業」（一部新規） 
○ 中小・ベンチャー企業チャレンジ応援事業
（新規）
・成長が期待できる案件を発掘し，専門家等から
なるサポート体制により支援
・新たなビジネスモデルによる具体的な取組に要
する経費等を支援

成長分野・ 
研究開発 

・ＩｏＴやＡＩ，クラウドサービス
等の導入，活用事例を通じた
周知・啓発の推進
・経営支援人材のスキル向上
を図るＩＴ研修の充実

「地域産業IoT等活用推進事業」（新規） 
○ 実証プラットフォームによる新たなソリューション
の創出

○ ＡＩ／ＩｏＴ人材の育成・集積
・IoTサポーターの育成・派遣による県内企業の人
的支援                      など

事業承継 
・事業承継を迎える中小企業
のための，円滑な事業承継支
援の強化及び拡充

「中小企業経営革新支援事業」（一部新規） 
○ 優良な事業承継取組事例の発信による経営者
の事業承継への意識啓発

○ 事業承継に関する支援セミナー等による事業承
継機運の醸成
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３ 県及び支援団体との事業の摺合せ 

区  分 支援団体からの要望 県  の  対  応 

地
域
資
源
の
活
用 

人材育成 
・確保

・中小企業の人材確保，労働
力不足問題への対応
・中小企業に就業した学生の
奨学金の償還に対する支援

「中小企業人材確保支援事業」（新規） 
○ 第二新卒者と県内企業とのマッチング機会の提
供

○ 人材不足の課題が顕著な運輸業界におけるモ
デル支援事業

○ 従業員の奨学金返済を支援する中小企業等に
対し，経費の一部を補助

雇用環境整
備 

・働き方改革（多様な働きの実
現）に取り組み，生産性の向上
を目指す中小企業への支援

「女性の活躍促進事業」（一部新規） 
○ 女性の管理職登用に向けた人材育成
○ 専門アドバイザーの派遣  など
「働き方改革推進事業」（一部新規）
○ 経済団体の認定制度と連携した優良事例の情
  報発信 など 
「創業・新事業展開等支援事業」（一部新規） 
○ サービス産業の生産性向上支援（一部新規）
・効率性の向上などのＩＴ導入支援のプラットホー
ム構築
・現場改善などの課題解決の知見や技法を学ぶ
ワークショップ など 

○ 支援団体からの要望と県の対応
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３ 県及び支援団体との事業の摺合せ（参考） 

施策体系 

「広島県中小企業・小規模企業振興条例」（平成29年10月6日公布・施行） 
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４ 課題と方向性① 

商工会等に求めら 
れる新たな取組は 
集中的に増加 

商工会等のマンパ
ワー不足の解消
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４ 課題と方向性② 

（マンパワー不足解消の方向性）

（１） 都道府県への人件費支援

① 支援法4条1項による経営指導員等の人件費支援（国による新たな補助制度）

の検討を要望

② 地方交付税の拡充の検討を要望

（２） 都道府県への経営発達支援計画承認の権限移譲

（全国知事会，中国知事会で提案中）

①経営発達支援計画認定事務とＰＤＣＡ管理を県で実施するので，経営指導員

等の人件費，事業費（伴走型補助金）をセットで都道府県への移譲を要望

②県は，認定，ＰＤＣＡ管理に適当な規模

全国２，１７５団体，中国地方１６４，広島 県４７

③広島県では，ＰＤＣＡ管理実施経験有。
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４ 課題と方向性③ 

（事業の課題と方向性） 

  小規模企業の目指す姿は，「持続的発展」。 

○ ボリュームゾーンへの量を目指した経営改善への効果的取組

⇒ クリティカルマスを超える対策（持続化補助金は好事例）

⇒ 表彰＋広報支援（成功支援事例の積み重ね，「広報が売上増加に

繋がる」 という商工会等の声

⇒ マスコミとの事業提携による事業者紹介の強化，広報強化月間，

ＨＰ紹介などの仕組みの検討。

○「事業承継」

⇒ 必要性普及の次の段階の後押し

（当面今年度のプッシュ型支援の実施）

○「商店街振興」

⇒ 活動できる振興組合等の組織の減少に対する効果的方法。
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４ 課題と方向性④ 

【ヒアリングでの商工会等による声（抜粋）】 

【 マンパワー不足 】 
○ 新事業への対応が急増

⇒創業・経営発達支援事業・経営力強化・事業承継・働き方改革・ＩＴ革命等
⇒記帳指導，イベントや受託事務など，地域貢献業務を見直す事態

【課題の高度化・多様化】 
○ 国補助活用支援はニーズが高く，連動する金融支援やフォロー等，支援が長期になりやすい。
○ 観光イベントなどの地域コミュニティ事業，定住促進，買い物弱者対策等，市町からの要請も多様化。
○ 高齢化による廃業が増加する一方，事業承継が進まない。

【広報強化・その他】 
○ 新商品開発後の販路拡大やＰＲの強化が課題

⇒ 優良支援事例を通じた商品・製品の集中的な広報の仕組みが必要。
○ 補助金事務の更なる簡素化。
○ 短期的な成果（助成金等）を求める事業者が多く，経営革新や事業承継等の計画策定の必要性が
事業者の理解を得られにくい。

  商工会等人件費への支援の拡充 
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